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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成17年６月29日に提出いたしました第43期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一

部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

３ 事業の内容 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

(1）業績 

７ 財政状態及び経営成績の分析 

(3）営業成績の分析 

第４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 

(3）発行済株式総数、資本金等の推移 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1）連結財務諸表 

② 連結損益計算書 

注記事項 

［関連当事者との取引］ 

２ 財務諸表等 

(1）財務諸表 

② 損益計算書 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

 



第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

  （訂正前） 

  ＜省略＞ 

  ＜省略＞ 

  

  （訂正後） 

  ＜省略＞ 

  ＜省略＞ 

  

 

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月

(1）連結経営指標等   

経常利益（百万円） 14,746 11,737 15,019 11,208 8,668

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月

(1）連結経営指標等   

経常利益（百万円） 14,746 11,737 15,019 11,418 8,668



３【事業の内容】 

  ＜省略＞ 

  （訂正前） 
 

 



  （訂正後） 

 

  

 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  （訂正前） 

 当連結会計年度における我が国の経済は、民間設備投資及び輸出の好調に支えられ、企業収益の改善や個人消費の緩やかな

増加、雇用情勢の改善等により景気回復が続きました。しかし、増税、年金不安、原油価格の高騰、国際情勢の不安等の懸念

材料もあり楽観を許さない状況で推移いたしました。こうした中、ダストコントロール業界においては、事業所における経費

節減による解約の影響を受け、また一般家庭における訪問販売では共働き等による留守宅の増加によりお客さまとの接点が困

難となり、厳しい状況が続いております。フード業界においては、低価格路線から方向転換する動きが見られ、コンビニエン

スストアや中食等を取り扱う競合業種が多様化しております。また、BSE（狂牛病）等で食に対する「安全性」への一般消費者

の意識が高まり、引き続き厳しい状況が続いております。 

 このような経済環境の中にあって、お客さま・消費者の視点でのキャンペーンの強化等による拡販、新商品・サービス開発

による市場開拓をするとともに、生産面でのコストダウンに取り組む等、フランチャイズ本部としての経営効率化に努めてま

いりました。 

 一方で、中核事業に経営資源を集中するための事業見直しの一環として、携帯電話等の通信機器販売のｅｅステーション事

業を他社一次代理店へ営業譲渡し事業終結しました。このことにより、前連結会計年度に比べ174億２百万円の売上の減少があ

りました。また、ダストコントロール事業におけるモップ等家庭用商品の売上減少及びミスタードーナツ事業における既存店

の売上減少により、当連結会計年度の業績は全般的に前連結会計年度を下回りました。 

 以上の結果、当連結会計年度売上高は2,006億58百万円（前連結会計年度比10.3％減）、経常利益は86億68百万円（前連結会

計年度比22.6％減）となりました。また、財務体質の強化を図るために、固定資産の減損損失を特別損失に計上いたしました

ことにより、当期純利益は12億70百万円（前連結会計年度比77.3％減）となりました。 

 ＜省略＞ 

  

  （訂正後） 

 当連結会計年度における我が国の経済は、民間設備投資及び輸出の好調に支えられ、企業収益の改善や個人消費の緩やかな

増加、雇用情勢の改善等により景気回復が続きました。しかし、増税、年金不安、原油価格の高騰、国際情勢の不安等の懸念

材料もあり楽観を許さない状況で推移いたしました。こうした中、ダストコントロール業界においては、事業所における経費

節減による解約の影響を受け、また一般家庭における訪問販売では共働き等による留守宅の増加によりお客さまとの接点が困

難となり、厳しい状況が続いております。フード業界においては、低価格路線から方向転換する動きが見られ、コンビニエン

スストアや中食等を取り扱う競合業種が多様化しております。また、BSE（狂牛病）等で食に対する「安全性」への一般消費者

の意識が高まり、引き続き厳しい状況が続いております。 

 このような経済環境の中にあって、お客さま・消費者の視点でのキャンペーンの強化等による拡販、新商品・サービス開発

による市場開拓をするとともに、生産面でのコストダウンに取り組む等、フランチャイズ本部としての経営効率化に努めてま

いりました。 

 一方で、中核事業に経営資源を集中するための事業見直しの一環として、携帯電話等の通信機器販売のｅｅステーション事

業を他社一次代理店へ営業譲渡し事業終結しました。このことにより、前連結会計年度に比べ174億２百万円の売上の減少があ

りました。また、ダストコントロール事業におけるモップ等家庭用商品の売上減少及びミスタードーナツ事業における既存店

の売上減少により、当連結会計年度の業績は全般的に前連結会計年度を下回りました。 

 以上の結果、当連結会計年度売上高は2,006億58百万円（前連結会計年度比10.3％減）、経常利益は86億68百万円（前連結会

計年度比24.1％減）となりました。また、財務体質の強化を図るために、固定資産の減損損失を特別損失に計上いたしました

ことにより、当期純利益は12億70百万円（前連結会計年度比77.3％減）となりました。 

 ＜省略＞ 

 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(3）営業成績の分析 

  （訂正前） 

 当連結会計年度における売上高は、2,006億58百万円（前連結会計年度比10.3％減）、営業利益は91億43百万円（前連結会計

年度比28.9％減）、経常利益は86億68百万円（前連結会計年度比22.6％減）、当期純利益は12億70百万円（前連結会計年度比

77.3％減）となりました。 

 売上高減少の主な要因は、中核事業に経営資源を集中するための事業見直しの一環として、携帯電話等の通信機器販売のｅ

ｅステーション事業を他社一次代理店へ営業譲渡し事業終結しました。このことにより当該事業において前年同期比174億２百

万円の売上高の減少となりました。また、ダストコントロール事業におけるモップ等家庭用商品の売上高減少（前連結会計年

度比2.7％減）及びミスタードーナツ事業における既存店の売上高減少（前連結会計年度比7.3％減）が影響しています。 

 当期純利益が大幅に減少しておりますが、その主な原因は前連結会計年度の特別利益において、厚生年金代行部分返上益

（48億67百万円）の計上があったことや、当連結会計年度の特別損失において、減損損失（46億22百万円）を計上したこと等

によります。 

 なお、事業別の分析は、第２［事業の状況］１［業績等の概要］(1）業績の項目をご参照ください。 

  

  （訂正後） 

 当連結会計年度における売上高は、2,006億58百万円（前連結会計年度比10.3％減）、営業利益は91億43百万円（前連結会計

年度比28.9％減）、経常利益は86億68百万円（前連結会計年度比24.1％減）、当期純利益は12億70百万円（前連結会計年度比

77.3％減）となりました。 

 売上高減少の主な要因は、中核事業に経営資源を集中するための事業見直しの一環として、携帯電話等の通信機器販売のｅ

ｅステーション事業を他社一次代理店へ営業譲渡し事業終結しました。このことにより当該事業において前年同期比174億２百

万円の売上高の減少となりました。また、ダストコントロール事業におけるモップ等家庭用商品の売上高減少（前連結会計年

度比2.7％減）及びミスタードーナツ事業における既存店の売上高減少（前連結会計年度比7.3％減）が影響しています。 

 当期純利益が大幅に減少しておりますが、その主な原因は前連結会計年度の特別利益において、厚生年金代行部分返上益

（48億67百万円）の計上があったことや、当連結会計年度の特別損失において、減損損失（46億22百万円）を計上したこと等

によります。 

 なお、事業別の分析は、第２［事業の状況］１［業績等の概要］(1）業績の項目をご参照ください。 

  

 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  （訂正前） 

 （注）１ ＜略＞ 

２ ＜略＞ 

３ ＜略＞ 

  

  （訂正後） 

 （注）１ ＜略＞ 

２ ＜略＞ 

３ ＜略＞ 

  

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成12年６月28日 
（注）１ 

634,579 13,326,164 317 11,019 － 932

平成13年６月27日 
（注）２ 

666,308 13,992,472 333 11,352 － 932

平成16年９月１日 
（注）３ 

666,308 13,992,472 － 11,352 158 1,090

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成12年６月28日 
（注）１ 

634,579 13,326,164 317 11,019 － 932

平成13年６月27日 
（注）２ 

666,308 13,992,472 333 11,352 － 932

平成16年９月１日 
（注）３ 

－ 13,992,472 － 11,352 158 1,090



第５【経理の状況】 

  

１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

②【連結損益計算書】 

  （訂正前） 

  ＜省略＞ 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  100 168  

２ 受取配当金  661 408  

３ 設備等賃貸収入  306 688  

４ 紹介等手数料収入  106 141  

５ 連結調整勘定償却額  16 22  

６ 顧客権譲渡益  ― 316  

７ 持分法による投資利益  354 ―  

８ 雑収入  1,320 2,866 1.3 1,211 2,957 1.4

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  577 491  

２ 貸倒引当金繰入額  450 ―  

３ 設備等賃貸費用  227 413  

４ たな卸資産評価損  1,296 399  

５ 製品等廃棄損  791 1,041  

６ 持分法による投資損失  ― 360  

７ 雑損失  1,178 4,521 2.0 726 3,432 1.7

経常利益   11,208 5.0 8,668 4.3



  ＜省略＞ 

  

  

  次へ 

   
前連結会計年度

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※３ 52 24  

２ 投資有価証券売却益  319 168  

３ 関係会社株式売却益  ― 1,299  

４ 貸倒引当金戻入益  317 10  

５ 賞与引当金戻入益  169 ―  

６ 前期損益修正益  88 ―  

７ 退職給付代行部分返上
益 

 4,867 ―  

８ 債務保証損失引当金戻
入益 

 105 74  

９ 国庫補助金受贈益  74 ―  

10 営業権譲渡益  ― 370  

11 その他  300 6,295 2.8 397 2,344 1.2

     



  （訂正後） 

  ＜省略＞ 

 

   
前連結会計年度

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  100 168  

２ 受取配当金  661 408  

３ 設備等賃貸収入  229 594  

４ 紹介等手数料収入  213 187  

５ 連結調整勘定償却額  16 22  

６ 顧客権譲渡益  ― 316  

７ 持分法による投資利益  354 ―  

８ 雑収入  1,290 2,866 1.3 1,259 2,957 1.4

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  577 491  

２ 貸倒引当金繰入額  240 ―  

３ 設備等賃貸費用  227 413  

４ たな卸資産評価損  1,296 399  

５ 製品等廃棄損  791 1,041  

６ 持分法による投資損失  ― 360  

７ 雑損失  1,178 4,311 1.9 726 3,432 1.7

経常利益   11,418 5.1 8,668 4.3

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※３ 52 24  

２ 投資有価証券売却益  319 168  

３ 関係会社株式売却益  ― 1,299  



  ＜省略＞ 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

４ 貸倒引当金戻入益  317 10  

５ 賞与引当金戻入益  169 ―  

６ 前期損益修正益  88 ―  

７ 退職給付代行部分返上
益 

 4,867 ―  

８ 債務保証損失引当金戻
入益 

 105 74  

９ 国庫補助金受贈益  74 ―  

10 営業権譲渡益  ― 370  

11 その他  90 6,085 2.7 397 2,344 1.2

     



注記事項 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

  （訂正前） 

  ＜省略＞ 

 （注） ＜略＞ 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

※１ 弁護士法人淀屋橋山上合同の代表社員 米田實は、当社監査役 田積司の義父であります。 

※２ 法律事務費用にかかる報酬の支払い等であり、通常の負担すべき金額であります。 

※３ ＜略＞ 

※４ ＜略＞ 

※５ ＜略＞ 

※６ ＜略＞ 

※７ ＜略＞ 

※８ ＜略＞ 

※９ ＜略＞ 

※10 ＜略＞ 

※11 ＜略＞ 

※12 ＜略＞ 

  

  （訂正後） 

  ＜省略＞ 

 （注） ＜略＞ 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

※１ 弁護士法人淀屋橋山上合同の米田實は、当社監査役 田積司の義父であります。 

※２ 法律事務費用にかかる報酬の支払い等であり、通常の負担すべき金額であります。 

※３ ＜略＞ 

※４ ＜略＞ 

※５ ＜略＞ 

※６ ＜略＞ 

※７ ＜略＞ 

※８ ＜略＞ 

※９ ＜略＞ 

※10 ＜略＞ 

※11 ＜略＞ 

※12 ＜略＞ 

  

  次へ 

属性 
氏名また
は会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円）

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び
その近親
者 

米田 實 
※１ 

― ― 

弁護士法人
淀屋橋・山
上合同の代
表社員 
※１ 

― ― ―
弁護士報酬
※２ 

48 未払金 6

属性 
氏名また
は会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円）

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び
その近親
者 

米田 實 
※１ 

― ― 

弁護士法人
淀屋橋・山
上合同在籍
の弁護士 
※１ 

― ― ―
弁護士報酬
※２ 

48 未払金 6



当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

  （訂正前） 

  ＜省略＞ 

 （注） ＜略＞ 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

※１ 弁護士法人淀屋橋・山上合同の代表社員 米田實は、当社監査役 田積司の義父であります。 

※２ 法律事務処理にかかる報酬の支払い等であり、通常負担すべき金額であります。 

※３ 当社取締役 小川峰夫およびその近親者並びに彼らが議決権の過半数を所有する㈱ウッドベルが、議決権の

72.5％を所有しております。 

※４ 原材料の有償支給につきましては、当社予定価格に基づいて決定しております。 

※５ 製品の加工等につきましては、当社製品の市場価格から算定した価格等を検討の上、双方協議のうえ決定してお

ります。 

※６ ㈱山陰ダスキン工場の銀行借入（560百万円、期限10年）につき債務保証を行ったものであります。 

※７ ＜略＞ 

※８ ＜略＞ 

※９ ＜略＞ 

※10 ＜略＞ 

※11 ＜略＞ 

  

 

属性 
氏名また
は会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円）

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び
その近親
者 

米田 實 
※１ 

― ― 

弁護士法人
淀屋橋・山
上合同の代
表社員 
※１ 

― ― ―
弁護士報酬
※２ 

42 未払金 13

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等
（当該会
社等の子
会社を含
む） 

㈱山陰ダ
スキン工
場※３ 

島根県 
簸川郡 
大社町 

20

ダストコン
トロール製
品等の製造
及び加工 

被所有
直接0.0 

兼任
１人 

当社と
加盟店
契約を
締結
し、当
社製品
の製造
及び加
工 

原材料の有償
支給※４ 

71 ― ― 

製品の加工料
等の支払 
※５ 

327 
買掛金 
未払金 

21
0 

債務保証
※６ 

167 ― ― 



  （訂正後） 

  ＜省略＞ 

 （注） ＜略＞ 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

※１ 弁護士法人淀屋橋・山上合同の米田實は、当社監査役 田積司の義父であります。 

※２ 法律事務処理にかかる報酬の支払い等であり、通常負担すべき金額であります。 

※３ 当社取締役 小川峰夫およびその近親者並びに彼らが議決権の過半数を所有する㈱ウッドベルが、議決権の

72.5％を所有しております。 

※４ 原材料の有償支給につきましては、当社予定価格に基づいて決定しております。 

※５ 製品の加工等につきましては、当社製品の市場価格から算定した価格等を検討の上、双方協議のうえ決定してお

ります。 

※６ ㈱山陰ダスキン工場の銀行借入（560百万円、期限10年）につき債務保証を行ったものであります。 

※７ ＜略＞ 

※８ ＜略＞ 

※９ ＜略＞ 

※10 ＜略＞ 

※11 ＜略＞ 

  

  

属性 
氏名また
は会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円）

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び
その近親
者 

米田 實 
※１ 

― ― 

弁護士法人
淀屋橋・山
上合同在籍
の弁護士 
※１ 

― ― ―
弁護士報酬
※２ 

42 未払金 13

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等
（当該会
社等の子
会社を含
む） 

㈱山陰ダ
スキン工
場※３ 

島根県 
簸川郡 
大社町 

20

ダストコン
トロール製
品等の製造
及び加工 

被所有
直接0.0 

兼任
１人 

当社と
加盟店
契約を
締結
し、当
社製品
の製造
及び加
工 

原材料の有償
支給※４ 

71 ― ― 

製品の加工料
等の支払 
※５ 

327 
買掛金 
未払金 

25
4 

債務保証
※６ 

167 ― ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

②【損益計算書】 

  （訂正前） 

  ＜省略＞ 

  ＜省略＞ 

  

  （訂正後） 

  ＜省略＞ 

  ＜省略＞ 

  

  

  

   
第42期

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第43期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 ※６ 390 276  

２ 有価証券利息  9 39  

３ 受取配当金 ※６ 112 141  

４ 設備等賃貸収入 ※６ 741 1,134  

５ 紹介等手数料収入  211 140  

６ 雑収入  663 2,128 1.1 900 2,633 1.5

   
第42期

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第43期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 ※６ 390 276  

２ 有価証券利息  9 39  

３ 受取配当金 ※６ 112 141  

４ 設備等賃貸収入 ※６ 767 1,210  

５ 紹介等手数料収入  184 147  

６ 雑収入  663 2,128 1.1 817 2,633 1.5

以 上
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